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国選弁護人報酬請求等のしおり (2011.04.01)

国選弁護事件を受任される弁護士の方へ
第１ 活動終了の報告について

国選弁護人としての活動が終了した当日もしくは翌日に地方事務所にご一報をお願いします。
活 被疑者国選弁護事件 → 被疑者が①起訴②家裁送致③釈放された日
動

（継続して被告人国選を担当される場合にもご一報ください）
終

了
被告人国選弁護事件 → 判決が宣告された日／公訴棄却決定がなされた日

日
（控訴期間・上告期間満了時ではありません。）

＊解任の場合もご報告下さい。

＊報告書提出後、上訴期間中に通訳人費用や遠距離接見等交通費等が発生した場合は、別途ご請求下さい。

＊被疑者の身柄が釈放された場合は、国選弁護人の選任の効力は失効します（刑訴法 38条の２）。

第２ 報酬等の請求について

国選弁護人としての活動が終了した場合には、活動終了日から１４営業日以内に、報
告書の提出により、報酬等の請求をしていただくことになります。

（被疑者弁護から引き続き被告事件を担当される場合にも、被疑者弁護事件が終了した段階で報告書を提出し

てください。この場合には、起訴状の写しも併せて提出されるようお願いします。）

！！ 注 意 ！！
報告書の提出が遅れた場合には報酬等をお支払いできなくなることがあります

１．報告書の書式について

指名・通知の際に、関係書類と併せて、担当される事件に対応した報告書の書式をお送り
しますが、法テラスのＨＰからダウンロードすることもできますので、適宜ご利用ください。
なお、旅費等請求書・通訳料等請求書（領収書）もＨＰに掲載しています。

（国選関連書式掲載ページ） http://www.houterasu.or.jp/housenmonka/kokusen/

２．報酬について

■ 通常報酬
●基礎報酬・公判加算報酬・多数回接見加算報酬 被疑者国選については接見回数
を基本的な指標として基礎報酬・多数回接見加算報酬を、被告人国選については公
判回数を基本的な指標としつつ、整理手続の有無、裁判所の種別、単独・合議の別
等に応じて、基礎報酬・公判加算報酬を算定します（※）

※ 「事件の種類」欄の記載は、追起訴事件を含め、審理対象となった公訴事実の中で、最も重い
類型の事件を基準にして記載してください。

●追起訴加算報酬 １万５０００円を加算（追起訴の回数に関わらず一律）

●第１回公判期日前の証人尋問等期日加算報酬 刑事訴訟法第２２６条若しくは第２２
７条第１項の証人尋問の期日又は同法第１７９条第１項の証拠保全のうち証人尋問の
期日(１万円)、それ以外の証拠保全の期日・勾留理由開示の期日(５０００円）

■ 要通訳加算 通常報酬の２０％を加算（被疑者国選事件のみ）

■ 遠距離接見等加算報酬 後述の「遠距離移動」につき
２５㎞以上 １回４０００円 ／ ５０㎞以上 １回８０００円
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■ 特別加算報酬 下記に該当する場合には一定の加算報酬を算定（除く：即決事件）

加算条件 加算割合 備考

故意犯による死亡被害者が２名 通常報酬の５０％を加算

重大案件 以上いる事件で、 （裁判員は２５%、上訴審は１００％）

公判前整理手続又は期日間整理

手続が行われた事件

前に選任されていた国選弁護人 通常報酬の５０％を加算

特別案件 が、被疑者・被告人の弁護人に （裁判員は２５%）

対する暴行・脅迫等を理由に解

任された事件

判決主文で公訴事実の全部につ 通常報酬の１００％を加算 弁護人が公訴事実を争わなかっ

全部無罪 いて無罪が言い渡された場合 （加算上限５０万円） た場合を除く

判決主文で公訴事実の一部につ 通常報酬の５０％を加算

一部無罪 いて無罪が言い渡された場合 （加算上限３０万円）

【公訴事実】法定刑に死刑の定め 通常報酬の３０％を加算 弁護人が公訴事実・刑の減免事

のある罪 （加算上限２０万円） 由の存在を争わなかった場合を

【判決】死刑の定めのない罪 除く

【公訴事実】死刑、無期、短期１年

特 縮小認定 以上の懲役禁錮 ※「弁論要旨」を添付してください

【判決】上記以外の罪

別 判決理由において刑の減免事由

該当事実が認められ、かつ刑の

成 免除又は法令の適用において刑

の減軽がされた場合

果 被害者（※１）との間で示談等が成 被害者数等に応じて加算 ※１ 弁護実務では、様々な被害

立し、これを証する書面が検察官 （「減刑嘆願書」「５０%以上の損害 者との間で示談交渉を行う場合

に提出（被疑者）、又は公判で証 賠償」「実質的損害賠償」「私法上 がありますが、報酬算定の対象と

拠として取調べられた場合（被告 の和解成立」（※２）のいずれかによ なるのは、被疑事実に係る損害

人） って段階的に加算します） （被疑者）、判決の罪となるべき事

和解契約等 実に摘示された損害（被告人）に

（示談成立等） 係る被害者に限られます

※２ 例えば、私法上の和解（示

談）の書面には「清算条項」が記

載されていること、減刑嘆願書に

は、罪を許し、かつ、寛大な処分

を嘆願する旨の記載がされてい

ることなどを目安としています

①準抗告又は抗告の申立てを 被疑者：５万円を加算 ※３ 各審級において何れか１回

し、勾留決定が取り消され、被疑 被告人：１万円を加算（※３） のみ

勾留取消 者・被告人が釈放された場合

②勾留取消しの申立てをし、勾留

が取り消され、被疑者・被告人が

釈放された場合

保釈請求をし、保釈許可を得て、 １万円を加算（※３）

保釈 被告人が釈放された場合
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３．費用について

■ 記録謄写費用

原則 ２００枚を超える部分につき、１枚２０円の定額又は４０円を上限とする実費額
→ 例外 ①否認事件、②第１審で法定刑に死刑の定めのある事件、③控訴審で原

判決の宣告刑が死刑又は無期懲役の事件、④整理手続に付された事
件、⑤２０００丁超の事件については、全謄写枚数が対象となります。
（但し、１枚単価白黒４０円、カラー１００円を上限とする実費額）

■ 遠距離接見等交通費・出張旅費

遠距離移動や出張の際の交通費は、通常の経路方法に基づく実費額・燃料代（一定限

度で算定）・直線距離に応じた定額を支給します。
（報告書とは別の書面で、移動経路・実費額などについて報告していただくことになります。）

（航空機・有料道路・船等を利用した時は請求の際に支払を証明する領収証等が必要になります（航空

機は半券も必要）。なお、いずれも通常の経路と認定された場合のみ支給します。）

（鉄道のグリーン料金や、航空機のエコノミー以外の料金は支給対象外です）

直線距離で片道２５㎞（往復５０㎞）以上又は経路で片道５０㎞（往
遠距離移動 復１００㎞）以上の場所に接見、準抗告の申立て（被疑者のみ）、記

録閲覧・謄写、示談交渉、犯行現場確認、目撃者・証人予定者・事
件関係者との打合せ、被疑者・被告人親族・身元引受人との打合
せ、保釈保証金の納付に赴く場合

＊記録謄写、保釈保証金の納付のみ、履行補助者（事務職員）にさせた場合でも交通費支給対象と

なります。

① 事務所所在地の管轄簡裁以外の裁判所（８㎞を超える裁判所）
出 張 で行われる審理その他の裁判手続期日等に出頭する場合

② 通常の審理は事務所所在地にある裁判所で行われるものの、
出張尋問や検証などのために８㎞を超える遠隔地に赴く場合

■ 訴訟準備費用

①診断書の作成料、②２３条照会の利用料、③行政機関が発行する証明書の発行
手数料、④判決書謄本の交付手数料につき、総額３万円を限度として実費を支給し
ます。（被疑者国選の場合は①～③のみ）

第３ 報酬等の支払いについて

１．不服の申立て

地方事務所から通知された金額については、通知を受けてから７営業日以内に１回に
限り不服の申立てをすることができます。この場合の書式は、法テラスのＨＰからダウン
ロードすることもできますし、地方事務所にも置いてあります。

２．送金について

月末までに確定した報酬・費用について、翌月２０日までに指定口座に送金します。

３．税金の取扱いについて

報酬基準の定める金額には消費税相当分が含まれています（内税方式）。
また、国選弁護人に支払われる報酬・費用（通訳費用・交通費・謄写費用を含む）は、全体と
して源泉徴収の対象として取り扱われます。

以 上


